山口市元気いきいきひろば設置運営事業費補助金交付要綱
( 趣旨 )

第１条　この要綱は、山口市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱第４条第２項第１号イ（オ）に規定する元気いきいきひろば設置運営事業（通所型サービスＢ）の対象者（以下、「事業対象者」という。）が、介護予防に資する活動に参加し、地域住民との交流をもつことで、社会的孤立を防止するとともに、生きがいづくり及び健康保持を図り、地域において自立した生活を営むことができるよう支援することを目的に、高齢者の集いの場として元気いきいきひろばを設置運営する事業に対し補助金を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。

( 補助対象者 )

第２条　この要綱において補助の対象者は、本市において、高齢者の交流と介護予防の活動の拠点である元気いきいきひろばを運営する団体（以下「運営者」という。）であって、次の要件をすべて満たす団体とする。

　（１）　高齢者を地域住民が相互に支えあう体制づくり及び介護予防の推進に意欲のある住民主体の団体であって、本市内に住所を有する法人又は団体であること。
　（２）　住民主体の団体ではない法人又は団体にあっては、本市内で高齢者の介護予防に関連する事業の経験を有する法人又は団体で、かつ高齢者の知識及び熱意のある法人又は団体であること。

（３）　宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体でないこと。

（４）　山口市暴力団排除条例（平成２３年山口市条例第３３号）第２条に規定する暴力団又は暴力団員の統制下にある団体でないこと。

（事業対象者）

第３条　この要綱において、事業対象者は、次の各号に掲げるいずれかの者をいう。

（１）　市内に住所を有する介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７条第４項に定める要支援者及び要介護認定を受ける以前から当該サービスを継続的に利用する居宅「要介護認定者」 

（２）　市内に住所を有する６５歳以上の者であって、介護保険法施行規則（平成１１年厚生労働省令第３６号）第１４０条の６２の４第２号の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第１９７号）様式第１号の質問項目に対する回答の結果に基づく、同様式第２に掲げるいずれかの基準に該当する者
２　運営者は、事業の利用を希望する者に対し、要支援認定又は前項第２号の基準該当の有無を確認して事業対象者を把握し、介護予防ケアマネジメントを実施する地域包括支援センターへ通知するものとする。
（ 補助対象事業 ） 

第４条　この要綱において補助の対象となる事業は、事業対象者に対し、地域の集いの場を設置し、地域の高齢者と共に、次の各号に掲げるサービスを提供する事業とする。
（１）　高齢者の交流と介護予防の活動の場の提供

（２）　事業対象者と、地域の高齢者が共に行う介護予防に資するサービスの提供

（３）　介護予防の体操等の運動の提供（毎回１５分～１時間程度）

（４）　事業対象者と、幅広い地域住民との交流の促進
２　元気いきいきひろばは、事業対象者以外の幅広い地域住民にも開放し、交流を促進するように努めるものとする。
３　前各項の規定により事業を実施する場合は、次の各号に掲げる要件を備えなければならない。 

（１）実施場所 

①　本事業は、事業対象者と地域の高齢者が集うに適した場所で実施するものとし、公共的施設内のスペースや空き家など地域の実情に応じて選定するものとする。 

② 広場のスペースは、概ね５名以上の高齢者が一度に利用しても差し支えない程度以上の広さを有するものとする。 
（２）開設日数等 

原則として、週１日以上、かつ、１日２時間以上開設すること。 

なお、開設日、時間については、高齢者のニーズや利用しやすい時間帯等に十分配慮して設定すること。 

（３） 開設期間等 

元気いきいきひろばは、１年間は継続して開設しなければならない。 

（４） 地域包括支援センターとの連携 

事業対象者の受け入れにあたっては、サービスが円滑かつ効果的に提供されるよう担当地域包括支援センターと十分な連携をとるものとする。

（利用料）
第５条　運営者は、このサービスの提供に係る実費等で、個人の利用に係る経費を、利用料として利用者から徴収しても差し支えないものとする。ただし、送迎にかかる実費を利用料として徴収することはできない。
（衛生管理等）
第６条　運営者は、この事業に従事する者（以下「従事者」という）の清潔の保持及び健康状態の管理のために必要な措置を講じなければならない。
（秘密の保持）

第７条　運営者は、従事者又は従事者であった者が、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。
（事故発生時の対応）

第８条　運営者は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、市、当該利用者の家族、当該利用者の担当地域包括支援センター等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。

２　運営者は、利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が生じた場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。

（資質の向上）

第９条　運営者は、従事者の資質、技能等の向上を図るため、市が開催する介護予防のリーダー研修等の各種研修会、交流会等への積極的な参加を促すよう努めるものとする。
　　また、従事者においても、介護予防のリーダー研修等の各種研修会、交流会等に積極的に参加し、自己研鑽に努めるものとする。 

( 補助金の額 )
第１０条　市長は、第２条に掲げる事業に要する経費について、毎年度予算の範囲内で、補助金を交付する。
２　前項の規定による補助金の額及び対象経費は別表に定める。

３　補助金の額は、次に掲げる総利用者に対する事業対象者の割合により按分する。

　（１）　総利用者に対する事業対象者の割合が５０／１００以上の場合は、補助金の全額を交付する
　（２）　総利用者に対する事業対象者の割合が４０／１００以上５０／１００未満の場合は、補助金の５０／１００を交付する。

　（３）　総利用者に対する事業対象者の割合が３０／１００以上４０／１００未満の場合は、補助金の４０／１００を交付する。

　（４）　総利用者に対する事業対象者の割合が２０／１００以上３０／１００未満の場合は、補助金の３０／１００を交付する。

　（５）　総利用者に対する事業対象者の割合が１０／１００以上２０／１００未満の場合は、補助金の２０／１００を交付する。

　（６）　総利用者に対する事業対象者の割合が１０／１００を下回る場合は、補助金の　　１０／１００を交付する。

４　開催回数が前項別表に定める開催の回数に達しない月は、補助の対象としない。ただし、祝祭日、災害その他運営者の責めに帰すことのできない理由により開催しなかったときは、この限りではない。
( 補助金の交付申請 )　　　　　　　
第１１条　前条の規定による補助金(以下「補助金」という。) の交付の申請をしようとする運営者は、山口市元気いきいきひろば設置運営事業費補助金交付申請書(別記第１号様式)を関係書類とともに市長に提出しなければならない。
( 補助金の交付決定 )

第１２条　市長は、前条の補助金交付申請書の提出があった場合において、その内容を審査の上、補助金を交付することが適当であると認めるときは、補助金の交付の決定をし、その旨を交付決定通知書(別記第５号様式)により当該運営者に通知するものとする。

２　市長は、前項の規定により補助金の交付の決定をする場合において、必要と認めるときは、条件を付することができる。
（変更申請手続き）

第１３条　前条の規定による通知を受けた運営者は、交付決定の後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交付申請を行う場合は、第１１条に定める申請手続きに従い、山口市元気いきいきひろば設置運営事業費補助金変更交付申請書(別記第２号様式)を関係書類とともに市長に提出しなければならない。

２　市長は、前項の規定による申請があった場合において、その内容を審査の上、補助金を交付することが適当であると認めるときは、補助金の交付の決定をし、その旨を変更交付決定通知書(別記第６号様式)により当該運営者に通知するものとする。
（事業の中止等）

第１４条　運営者は、事業を中止し又は廃止する場合には、あらかじめ市長の承認を得なければならない。

（実績報告）

第１５条　運営者は、事業を完了したときは、その日から起算して１０日を経過した日までに、山口市元気いきいきひろば設置運営事業費補助金実績報告書（別記第３号様式）を関係書類とともに市長に提出しなければならない。　

（補助金の額の確定）

第１６条　市長は、前条の実績報告書の提出があった場合において、その内容を審査の上、適当であると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、その旨を山口市元気いきいきひろば設置運営事業費補助金額確定通知書(別記第７号様式)により運営者に通知するものとする。

（補助金の請求）

第１７条　前条の額の確定を受けた運営者は、補助金の交付を受けようとするときは、請求書（別記第４号様式）を市長に提出しなければならない。
（概算払い）

第１８条　市長は必要があると認めるときは、前条の規定にかかわらず第１２条の規定による交付決定の範囲内で、概算払いにより補助金を交付することができる。

２　概算払いにより補助金の交付を受けようとするときは、請求書（別記第４号様式）を市長に提出しなければならない。

（関係書類の整備）

第１９条　補助金の交付を受けた運営者は、事業の施行状況及び当該事業に係る収支について、一切の状況を明らかにする帳簿その他の関係書類を整備し、これを事業完了後５年間保存しておかなければならない。

（ 報告及び検査 ）
第２０条　市長は、運営者に対して定期的な報告を求め、若しくは当該補助金の使用について必要な指示をし、または関係職員に帳簿その他の関係書類を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。
（ 補助金の交付決定の取消し ）

第２１条　市長は、運営者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。

（１）　この要綱に違反したとき。

（２）　補助金の交付に関して付した条件に違反したとき。

（３）　虚偽の申請その他不正な手段によって補助金の交付を受けたとき。

（ 補助金の返還 ）
第２２条　市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、既に当該補助金を交付しているときは、当該運営者に対し、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。
（ 留意事項 ）

第２３条　補助金の交付を受けようとする運営者は、次に掲げる各号に留意すること。
（１）　茶菓等を提供する際には衛生管理に留意すること。食品を提供するときは食品衛生責任者を配置すること。

（２）　事業の実施の効果が持続的に地域や住民に広く還元されること。

（３）　地域包括支援センターや介護サービス事業者、地域づくり協議会等、地域の関係機関と連携を密にし、事業が円滑かつ効果的に行われるよう努めること。

（４）　補助対象事業の実施に係る経費と他の事業に係る経費とを明確に区別すること。
（ その他 ）

第２４条　この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項は、市長が別に定める。

　　　　附　則

　この要綱は、平成２８年５月１日から施行する。

　　　　附　則

　この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。
附　則

この要綱は、令和３年３月１日から施行する。
附　則

　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

附　則

　この要綱は、令和４年１月１日から施行する。

別表（第１０条関係）　
	区　分
	補助基準（上限）額
	対象経費

	１　基本額
２　施設借上料
の加算

３　送迎加算

（中山間地域以外の地域）
４　送迎加算

（中山間地域）
	次の基準額を上限として、対象経費ごとに算出された額の合計額
週１回以上開催または月４～７回開催
　３５，０００円×実施月数

週２回以上開催または月８回以上開催
　６３，０００円×実施月数

週１回以上開催または月４～７回開催

　　２，０００円×実施月数

週２回以上開催または月８回以上開催

　　４，０００円×実施月数

週１回以上開催または月４～７回開催

　　３４，０００円×実施月数

週２回以上開催または月８回以上開催

　　６８，０００円×実施月数

週１回以上開催または月４～７回開催

　　３６，０００円×実施月数

週２回以上開催または月８回以上開催

　　７２，０００円×実施月数
	元気いきいきひろばの運営に必要な賃金、報償費、旅費、需用費、役務費、備品購入費
元気いきいきひろばの実施に供することを目的に借り上げた会場の賃借料

利用者の送迎を実施する場合の燃料費・車輌借上料（道路運送法の規定に基づき国土交通大臣の許可を受けたレンタカー事業者、リース事業者からの借上げ及びタクシー事業者による送迎業務に係る費用に限る）

中山間地域に設定された地域(阿東・徳地・仁保・小鯖・鋳銭司・阿知須)において設置運営するときに適用する。

利用者の送迎を実施する場合の燃料費・車輌借上料（道路運送法の規定に基づき国土交通大臣の許可を受けたレンタカー事業者、リース事業者からの借上げ及びタクシー事業者による送迎業務に係る費用に限る）

	
	
	


別記第１号様式（第１１条関係）

第　　　　　号
　　年　　月　　日

山口市長　様
（申請者）

住　　所

団体名
代表者名　　　　　　　　　　　    　　（※）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （※）法人の場合は、記名押印してください。
法人以外でも、本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。
　
　年度　山口市元気いきいきひろば設置運営事業費補助金交付申請書
山口市元気いきいきひろば設置運営事業費補助金交付要綱第１１条の規定に基づき、下記のとおり補助金を交付されるよう申請します。
記

１　補助金申請額　　　　　金　　　　　　　　　　　円
２　添付書類

（1） 補助金所要額調書

（2） 事業計画書

（3） 収支予算書

別紙１（別記１号様式関係）
　　年度　山口市元気いきいきひろば設置運営事業費補助金所要額調書

	支出予定額(1)
	収入予定額

(2)
	差引額
(3)=(1)－(2)
	補助対象

支出予定額

(4)
	補助金所要額
(5) =(4)×10/10　
	備考

	
	
	
	
	
	


別紙２（別記１号様式関係）
元気いきいきひろば事業計画書

	運営者
	

	代表者
	

	住所
	
	電話番号
	

	実施施設名
	

	実施施設所在地
	
	電話番号
	

	事業開始時期
	　　　年　　月

	開設日
	週　　　　　日　

開設曜日に○をつけてください【 月・火・水・木・金・土・日 】

	年間開設日数
	　　　　    日程度

	開設時間
	　　時　　　分から　　時　　分まで（開設時間合計　　　時間　　分）

	開設スペース
	　　　　　　㎡

	事業の目的
	

	活動内容
	１　実施する介護予防の運動

＜ 名　称 ＞

＜実施時間＞

＜内容・効果＞

	
	２　運動以外の介護予防に資する活動

＜内容・効果＞

	
	３　高齢者の生きがいづくり、地域住民との交流の促進に係る取組

＜内容・効果＞

	
	４　その他

＜内容・効果＞


別記第２号様式（第１３条関係）

第　　　　　号
　　年　　月　　日

山口市長　様
（申請者）

住　　所

　　　 団体名
                                        代表者名                             （※）
（※）法人の場合は、記名押印してください。　
法人以外でも、本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。
　　年度　山口市元気いきいきひろば設置運営事業費補助金変更交付申請書

　　年　　月　　日　　第　　　号により交付決定を受けた山口市元気いきいきひろば設置運営事業費補助金について、下記のとおり変更されるよう申請します。

記

１　変更交付申請額　　　　　金　　　　　　　　　　円

　　既交付決定額　　　　　金　　　　　　　　　　円
２　添付書類

（1） 補助金所要額調書

（2） 事業計画書

（3） 収支予算書

別記第３号様式（第１５条関係）

第　　　　　号
　　年　　月　　日

山口市長　様
（申請者）

住　　所

　　 　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　     （※）
（※）法人の場合は、記名押印してください。　
法人以外でも、本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。
　　年度　山口市元気いきいきひろば設置運営事業費補助金事業実績報告書

　　年　　月　　日　　第　　　号により交付決定を受けた　　年度山口市元気いきいきひろば設置運営事業費補助金に係る事業実績について、下記のとおり報告します。

記

１　補助金精算書

２　事業実績書

３　収支決算書

別紙３（別記第３号様式関係）
　　年度　山口市元気いきいきひろば設置運営事業費補助金精算書

	支出額

(1)
	収入額

(2)
	差引額
(3)=(1)－(2)
	補助金所要額
(4) =(3)×10/10
	補助金（変更）

交付決定額 (5)
	差引額
(6)＝(5)－(4)

	
	
	
	
	
	


別紙４（別記第３号様式関係）
事業実績書

	運営者
	

	実施施設名
	

	実施施設所在地
	

	開設

実績
	　　
	開設

日数
	介護予防・生活支援サービス事業対象者
	一般

参加者
	スタッフ

（ボランティア含む）
	計

	
	４月
	日
	人
	人
	人
	人

	
	５月
	日
	人
	人
	人
	人

	
	６月
	日
	人
	人
	人
	人

	
	７月
	日
	人
	人
	人
	人

	
	８月
	日
	人
	人
	人
	人

	
	９月
	日
	人
	人
	人
	人

	
	１０月
	日
	人
	人
	人
	人

	
	１１月
	日
	人
	人
	人
	人

	
	１２月
	日
	人
	人
	人
	人

	
	１月
	日
	人
	人
	人
	人

	
	２月
	日
	人
	人
	人
	人

	
	３月
	日
	人
	人
	人
	人

	
	合計
	日
	人
	人
	人
	人

	活動実績

※活動内容と成果を記載してください
	１　実施する介護予防の運動



	
	２　運動以外の介護予防に資する活動



	
	３　高齢者の生きがいづくり、地域住民との交流の促進に係る取組



	
	４　その他




別記第４号様式（第１７条、第１８条関係）

請　　　求　　　書

一金　　　　　　　　　　　　円也

内　訳

	補助金交付決定額
	前回までの受領済額
	今 回 請 求 額　
	摘　　要

	
	
	
	


ただし、　　年度山口市元気いきいきひろば設置運営事業費補助金として、上記のとおり請求します。

　　　　年　　月　　日

　山口市長　様

　　　　　　　　　住　　所

　　　　　　　　　団体名
代表者名
担当者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　担当者TEL

　
	金融機関
	　　　銀行・金庫・農協　　　　　　支店・支所

	預金種別
	普通・当座・（　　　）
	口座番号
	

	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

名義人
	


（単位：円）





（単位：円）
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